
受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

1 平成30年4月2日 教育委員会 指導課
市立全中学校で命の授業を全生徒，保護者，地域の皆様を対象
に実施したとしているが地域の皆様の範囲を示す文書及び参加
人数と資料

部分開示
（文書不存在）

2 平成30年4月2日 教育委員会 指導課

平成３０年１月～３月までの市立中学校在校１・２年生１４９
５人にアプリを導入した件に関し，次の文書
１．１月中にアプリを使用し，通報した人数と件数及び学校
別・男女別人数
２．通報された内容の分析と取扱った手続きを示す文書
３．４月１日からのアプリ導入予算積算２３５０人は１・２年
生１４９５人進級人数と６年生進学人数８５５人と推測できる
が根拠となる文書及び決裁文書

部分開示
（事務事業執行情報）

（文書不存在）

3 平成30年4月2日 教育委員会 指導課
いじめに関する条例案に対するパブリックコメント第１６１番
にある考え方部分を変更したとしているが経過を示す資料及び
決裁文書と市民に変更部分をどのように届けたか判明する文書

部分開示
（文書不存在）

4 平成30年4月4日 教育委員会 指導課

１．（仮称）取手市いじめ防止対策推進条例検討委員会設置要
綱第９条に示す謝礼及び旅費弁償は，教育長が別に定めるとし
ている。当該別に定める文書全部
２．上記委員会には８名が委員名簿に登載されているが謝礼の
支給は６名のみである。２名の委員に支給をしない根拠を示す
文書
３．上記要綱制定に伴う決裁文書

部分開示
（文書不存在）

5 平成30年4月4日 教育委員会 指導課
（仮称）取手市いじめ防止対策推進条例の検討委員会として条
例案の作定をしているが，取手市みんなでいじめをなくすため
の条例に変更になったのか，その経過を示す文書及び決裁文書

部分開示
（文書不存在）

6 平成30年4月5日 教育委員会 公民館

●●●●●より●●●●●●●への「伝言」について
１．過去，公民館使用の不許可処分に端を発する教育委員会の数多の措置に
ついて，同委員会はその法的根拠を証する文書について，当然，自治法上存
在せねばならぬ証拠を一切示さず発端となった，当然，公の施設使用の許認
可権を●●●●●●が（文書が当然だが口頭であっても）不許可を「通知」
した越権行為についても，根拠を一切説明せず，処分も公表していない。こ
れまで同委員会の「文書不存在」としてきたすべての違法行為について●●
●●の責任において，すべて改めて法的根拠を証するすべての文書示せ。
（自らの違法を認め改めずして，今後の交渉（私的にすぎない）など存在し
うるはずはない）
２．平成●●年●●月●●日，●●●●●●●において，●●●からの「伝
言」として「今後の公民館使用の申請について●●●●と話し合いたい」旨
の発言があった。●●●は，公の施設の利用については，取手市公民館規則
に定めるとおり，申請を受理した後，審査を行い許認可を通知する義務があ
り，申請書を受理しなければ審査も許認可も行いえない。すなわち，「受理
印を押さぬよう命じられた」ことは，自治法に定められた公の施設の使用す
る権利を●●●が認めないことを意味し，自治法および社教法の重大な違反
となる疑義が生じる。当然，●●●は●●●●に「公の施設の申請，許認可
は日本国法令に拠り，●●●の意思に拠らぬ」旨を伝えた。当該申請認認可
が法令に拠らず，●●●の権限により，当事者間の内々の「話し合い」によ
り決定されてよい法的根拠（それが必ずなくてはならぬことは自治法により
明白である）を証する文書を示せ。
※なお，前記の法令等の条文条項はすべてこれまで教示済みであるから，改
めて教示する意思はない。また教育委員会は，前記規則に定める「審査」を
行った事実を証する文書を情報公開請求に応じず示していない。明白に「審
査」を行っていない事例および使用日までに許可書を届けなかった事例も複
数存在する。審査の事実を証し，許可書（許可書兼領収書ではない）を届け
ぬ限り，前記規則に定める使用料前納の義務は発生しない。当然の教示にも
●●●は答えていない。

不開示
（存否応答拒否）
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実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

7 平成30年4月9日 教育委員会 指導課

平成●●年●●月●●日，●●●●時●●分，●●●●●●●
●が発した緊急連絡用事故報告ＦＡＸ第●報中，８．事故の概
況後段にある●報以下で報告とされる報告全部（文書及び口頭
を含む）

部分開示
（個人情報）

（意思決定過程情報）
（事務事業執行情報）

8 平成30年4月18日 教育委員会 指導課

平成●●年，●●●学校当時●年生●●生徒が不登校（いじめ
の原因）状態になり，現在も続いている。平成●●年度中にど
のような調査，対策，対応，支援，措置を教育委員会及び教育
相談センターはされたか判明する文書，更に平成３０年４月１
日公布された，いじめ防止に関する取手市の条例にどのように
取り入れ，反映されているか判明する文書　但し，当該中学校
が報告済で教育委員会，教育相談センターが現在保有している
文書

不開示
（存否応答拒否）

9 平成30年4月18日 教育委員会 指導課
４月１５日号，広報とりでにいじめ防止に関する条例について
掲載されているがホームページ上への同条例及び同条例案掲載
手続きについて判明する文書全部

部分開示
（事務事業執行情報）

10 平成30年4月20日 教育委員会 指導課

１　平成３０年４月２０日現在，取手市立６中学校，学校別・
生徒数・学年別・生徒数及びアプリ登録人数の判明する文書
２　２月１日より４月２０日までにアプリにより通報・処理し
た文書 
以上教育指導課で保有するもの

部分開示
（事務事業執行情報）

11 平成30年4月23日 教育委員会 指導課

１．平成２９年７月２１日，取手市議会へ送付した（仮称）取
手市いじめ防止対策推進条例検討委員会委員報酬補正予算議案
及び平成２９年７月２９日臨時議会の同議案に対する審査結果
を示す文書
２．又，検討委員会に条例の事務局素案（修正したものも含
む）数回提出するとスケジュール案に示している。該当する文
書及び決裁文書
３．同委員会，平成２９年８月３０日，第１回分，費用負担及
び会議に関する記録全部
４．同委員会，平成２９年１０月１８日，会議録にある事務局
が配布した資料

部分開示
（個人情報）

（文書不存在）

12 平成30年4月23日 教育委員会 指導課

１．（仮称）取手市いじめ防止対策推進条例検討委員会及び専
門（起草）委員会全会議に出席した委員の名簿の記録文書
２．市立中学校の自転車通学者で学校別・学年別登録録人数と
保険加入人数
３．コーディネーターといじめ防止担当職員の違いの判明する
文書

部分開示
（文書不存在）

13 平成30年4月25日 教育委員会 指導課

平成２９年１１月８日，第４回条例検討委員会記録２２ページ
から２４ページまでの電磁的記録全部及び２３ページに〝防対
法〟と記録されているが当該文字が記録されるようになったか
経緯の判明する文書又は記録

部分開示
（文書不存在）

14 平成30年4月26日
市 長 （ 総 務
部）

総務課

教育長は２月８日付文書で市議会へ条例案上程の依頼をしてい
るが，市長は２月２１日付文書で上程議案に係る意見聴取を求
めている。同日付文書で教育長は同意をしているが，３月１５
日付報告第３号によれば規程により先決したとされている。
よって次の文書
１．報告相手の判明する（３月１５日付）文書
２．専決規程
３．上記，２月８日付１件，２月２１日付２件，３月１５日付
１件についての決裁文書及び付帯文書

全部開示
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

14 平成30年4月26日 教育委員会 教育総務課

教育長は２月８日付文書で市議会へ条例案上程の依頼をしてい
るが，市長は２月２１日付文書で上程議案に係る意見聴取を求
めている。同日付文書で教育長は同意をしているが，３月１５
日付報告第３号によれば規程により先決したとされている。
よって次の文書
１．報告相手の判明する（３月１５日付）文書
２．専決規程
３．上記，２月８日付１件，２月２１日付２件，３月１５日付
１件についての決裁文書及び付帯文書

全部開示

14 平成30年4月26日 教育委員会 指導課

教育長は２月８日付文書で市議会へ条例案上程の依頼をしてい
るが，市長は２月２１日付文書で上程議案に係る意見聴取を求
めている。同日付文書で教育長は同意をしているが，３月１５
日付報告第３号によれば規程により先決したとされている。
よって次の文書
１．報告相手の判明する（３月１５日付）文書
２．専決規程
３．上記，２月８日付１件，２月２１日付２件，３月１５日付
１件についての決裁文書及び付帯文書

全部開示

15 平成30年4月27日 教育委員会 指導課

平成２９年教育振興に要する経費といじめ防止対策に要する経
費に事業名を変更し，２７６０００円流用しているうちの７７
０００円配当替により，いじめ問題調査委員会委員謝礼として
いる
１．事業名変更の必要性の判明する文書又は理由書及び決裁文
書（但し，流用及び配当替理由を除く）
２．配当替理由に，いじめの重大事態発生時に迅速に対応する
と記しているが，いじめ防止のためではいけないのか理由の判
明する文書
３．流用金額２７６０００円のうち，７７０００円以外どのよ
うに処理したか判明する文書

部分開示
（個人情報）

（文書不存在）

16 平成30年5月1日 教育委員会 指導課

いじめに関する条例第１３条第２項２号には教育委員会によ
り，いじめに関する法律第２６条に定める学校教育法第３５条
１項の出席停止の規程がる，それに係る
１．出席停止の手続きに関し必要な事項を定めた文書
２．法律第２５条，校長及び教員による懲戒の規定は条例に明
示されてないが，学校教育法第１１条の規定に基づく，懲戒の
範囲及び手続きに関する定めた文書

全部開示

18 平成30年5月7日 消防長
消防本部予防
課

取手市消防本部館内全ての防火対象物一覧の写しをお願いいた
します。
項目
・対象物の名称・対象物の所在地（住所）・用途・階数

全部開示

19 平成30年5月8日
市長（政策推
進部）

広報広聴課
平成●●年●●月●●日受付第●●号，要望・陳情処理票にあ
る担当課で回答することについて，広報広聴課へもイントラ
メールの送付とされている，当該メールの保有文書

部分開示
（個人情報）

21 平成30年5月10日
市長（政策推
進部）

政策推進課

平成●●年●●月●●日付，取●発第●●●号について
１．質問１についての回答作成に使用したと思われる会議録
等。
２．取手市教育行政連絡調整サポートチームは地方自治法第２
条に定める自治事務としての法的根拠を示す文書。
３．回答書が期日までに送達されたことが判明する文書。

部分開示
（文書不存在）

22 平成30年5月10日
市長（政策推
進部）

広報広聴課
「取手市中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する
条例」による標識設置届（様式第２号　第５条関係）
（平成２９年１１月１日～平成３０年４月３０日受付分）

不開示
（文書不存在）
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番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

23 平成30年5月18日
市長（政策推
進部）

政策推進課

取手市情報公開条例施行後，第５条により第６条の開示請求書
を使用し，開示請求された情報について，第７条１項４号及び
２項に該当する手続きを実施したことの判明する通知書及び資
料（但し，保存期間中の文書）で所管課で保有するもの

部分開示
（個人情報）

23 平成30年5月18日
市長（政策推
進部）

広報広聴課

取手市情報公開条例施行後，第５条により第６条の開示請求書
を使用し，開示請求された情報について，第７条１項４号及び
２項に該当する手続きを実施したことの判明する通知書及び資
料（但し，保存期間中の文書）で所管課で保有するもの

部分開示
（個人情報）

23 平成30年5月18日
市長（政策推
進部）

魅力とりで発
信課

取手市情報公開条例施行後，第５条により第６条の開示請求書
を使用し，開示請求された情報について，第７条１項４号及び
２項に該当する手続きを実施したことの判明する通知書及び資
料（但し，保存期間中の文書）で所管課で保有するもの

部分開示
（個人情報）

23 平成30年5月18日
市長（都市整
備部）

中心市街地整
備課

取手市情報公開条例施行後，第５条により第６条の開示請求書
を使用し，開示請求された情報について，第７条１項４号及び
２項に該当する手続きを実施したことの判明する通知書及び資
料（但し，保存期間中の文書）で所管課で保有するもの

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

23 平成30年5月18日
市長（都市整
備部）

区画整理課

取手市情報公開条例施行後，第５条により第６条の開示請求書
を使用し，開示請求された情報について，第７条１項４号及び
２項に該当する手続きを実施したことの判明する通知書及び資
料（但し，保存期間中の文書）で所管課で保有するもの

部分開示
（個人情報）

23 平成30年5月18日
市長（都市整
備部）

建築指導課

取手市情報公開条例施行後，第５条により第６条の開示請求書
を使用し，開示請求された情報について，第７条１項４号及び
２項に該当する手続きを実施したことの判明する通知書及び資
料（但し，保存期間中の文書）で所管課で保有するもの

部分開示
（個人情報）

23 平成30年5月18日
市長（まちづ
くり振興部）

産業振興課

取手市情報公開条例施行後，第５条により第６条の開示請求書
を使用し，開示請求された情報について，第７条１項４号及び
２項に該当する手続きを実施したことの判明する通知書及び資
料（但し，保存期間中の文書）で所管課で保有するもの

部分開示
（個人情報）

23 平成30年5月18日 教育委員会 教育総務課

取手市情報公開条例施行後，第５条により第６条の開示請求書
を使用し，開示請求された情報について，第７条１項４号及び
２項に該当する手続きを実施したことの判明する通知書及び資
料（但し，保存期間中の文書）で所管課で保有するもの

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

23 平成30年5月18日 教育委員会 学務給食課

取手市情報公開条例施行後，第５条により第６条の開示請求書
を使用し，開示請求された情報について，第７条１項４号及び
２項に該当する手続きを実施したことの判明する通知書及び資
料（但し，保存期間中の文書）で所管課で保有するもの

部分開示
（個人情報）

23 平成30年5月18日 教育委員会 指導課

取手市情報公開条例施行後，第５条により第６条の開示請求書
を使用し，開示請求された情報について，第７条１項４号及び
２項に該当する手続きを実施したことの判明する通知書及び資
料（但し，保存期間中の文書）で所管課で保有するもの

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

23 平成30年5月18日 教育委員会 公民館

取手市情報公開条例施行後，第５条により第６条の開示請求書
を使用し，開示請求された情報について，第７条１項４号及び
２項に該当する手続きを実施したことの判明する通知書及び資
料（但し，保存期間中の文書）で所管課で保有するもの

部分開示
（個人情報）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

24 平成30年5月23日 教育委員会 指導課

平成●●年●●月●●日付取●●発第●●●号●●●●●決定
通知書によれば取手市情報公開条例第●号●項該当と理由が示
されていることにより次の文書
１．市立●●●学校が作成し●●●●●●に文書により報告し
た当該報告書を平成●●年●●月●●日●●●●●●●●●で
閲覧に供し，一部公布している当該控文書
２．報告書を交付した経過の判明する文書及び決裁文書

不開示
（存否応答拒否）

25 平成30年5月23日 教育委員会 指導課

取手市みんなでいじめをなくすための条例第１８条連絡協議会
５月１８日開催に関する次の文書及び電磁的記録
１．委員名簿
２．会議録
３．会議に必要とした資料
４．別に定める規則

全部開示

26 平成30年5月23日 教育委員会 指導課

１．第３回（仮称）取手市いじめ防止対策推進条例検討委員会
について次の文書
　イ．第３回検討委員会での検討項目案の決裁文書
　ロ．事務局が提出した資料決裁書のみ
２．取手市教育総合支援センターの設置及び管理に関する条例
施行規則の改正に伴い，条例制定前に定めた規則の公布日のま
まで交付した法的根拠と廃止手続きを選定しない理由の判明す
る文書

部分開示
（文書不存在）

27 平成30年6月6日 教育委員会 公民館

平成●●年●●月●●日，取●●第●●●号により開示され
た，平成●●年●●月●●日，第●●●●号及び平成●●年●
●月●●日，第●●●号決定通知書に示されている根拠につい
て
１．条例第７条２項に該当とし，条例７条１項１号の規定によ
りとしている。１号本文とただし書きの区別が示されておら
ず，●●●●●と●●●●部分が判明する文書
２．条例第７条１項は開示・不開示を示しているが第２項は実
施機関の長に開示請求の拒否権を付与しているもので第１項と
第２項が当該通知書には混在してする。その理由の判明する文
書及び法的根拠を示す文書

不開示
（文書不存在）

28 平成30年6月6日 教育委員会 学務給食課

平成●●年●●月●●日付取●●発●●●号により開示された
次の文書について
１．平成●●年●●月●●日付取●●発第●●●●号により開
示された状況報告書らしき文書に示す次の人物等の当時の学校
における担当個所及びフルネームを示す文書
２．平成●●年●●月●●日付ＦＡＸ第●報に示す，●●と●
●●の取扱い区分を示す文書及び●●●から●●●と変更した
理由を示す文書
３．ガラス破損時の内容，指導経過，日記の内容について，学
校から教育委員会に報告された文書

部分開示
（文書不存在）

29 平成30年6月6日 教育委員会 指導課

取手市教育委員会が作制したと思料される平成●●年●●月●
●日付回答書について次の文書
１．回答書控の原本
２．誰が誰に回答したか判明する文書
３．回答書作成に必要な文書及び資料
４．決裁文書
５．回答書に示す本人との面談記録
６．勤務校に勤務していることを確認した記録
７．●●の状況は悪化しているとしているかどのように確認し
たか判明する文書

部分開示
（個人情報）

（意思決定過程情報）
（文書不存在）

30 平成30年6月6日 教育委員会 学務給食課

「学校教育法」および「地方教育行政の組織及び運営に関する
法律」の主として第３３，３５，４２条ほかに定める「学校」
に対する教育委員会の指揮命令権または，各学校の教育委員会
に従う義務を違反した場合の罰則を記した条文を示せ。

不開示
（文書不存在）
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実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

31 平成30年6月11日 教育委員会 指導課
平成●●年●●月●●日付，緊急連絡用ＦＡＸ第●報及び平成
●●年●●月●●日付，指導課作成調査委員会開催までの経過
とする文書，それぞれの原本

部分開示
（個人情報）

（意思決定過程情報）

31 平成30年6月11日 教育委員会 学務給食課
平成●●年●●月●●日付，緊急連絡用ＦＡＸ第●報及び平成
●●年●●月●●日付，指導課作成調査委員会開催までの経過
とする文書，それぞれの原本

部分開示
（個人情報）

（意思決定過程情報）
（事務事業執行情報）

32 平成30年6月20日 教育委員会 指導課
いじめ防止アプリの導入により事業主とのストップイット使用
契約を締結したことの判明する文書及び附帯文書

部分開示
（法人情報）

33 平成30年6月20日 教育委員会 指導課

●●●●学校●年（当時）●●●●が●●した事案につき，教
育委員会●●●●●●●●が当時から調査，聞き取りをした事
実の判明する文書全部（調査，聞き取りをした結果を報告等し
た文書）

部分開示
（意思決定過程情報）

34 平成30年6月20日 教育委員会 指導課
５月２５日，総務文教委員会において，傍聴人が発言したこと
について６月１４日，同委員会で教育委員会が説明に使用した
文書

不開示
（文書不存在）

35 平成30年6月20日 教育委員会 公民館

平成●●年●●月●●日付情報不開示決定通知書による「請求
に係る情報の名称，内容」について，取手市●●●●●●●●
●●●から，前記●●●決定通知書において，「●●●●●」
とする理由として，「●●●●●」なる通知を受けた。しかし
地方自治法第２条１，１６，１７項また社会教育法第２２，２
３条および最高裁判例平成７年３月１７日の例に照らし，前記
●●●および不許可処分はいかなる法的根拠において行われた
か，その根拠を証する法令条文，行政実例，判例等をすべて開
示せよ。

不開示
（文書不存在）

36 平成30年7月6日 教育委員会 公民館

現在，いまだに個人による公民館利用を拒否している自治体が
存在しているが，いずれもその拒否には法的根拠が存在しな
い。
Ａ．●●●●●（教育委員会●●●●●）
１．住民が個人で利用したいと希望したところ，係の職員は
「規約がない」と答えた→教育委員会●●●●●は「説明不足
だった」と答えた。
２．前記所轄は社会教育法第２条に「組織的な教育活動」を行
う義務がある。と後日，公文書で答えた。
Ｂ．●●●●教育委員会●●●
１．前記の問い合わせに対し，前記●●●は「社会教育法はそ
の事業として，住民の集会その他の公共的利用に供する」とう
たわれていることから，個人の利用はできない。」
前記Ａの１，２，Ｂの１には，一見して明らかに法令理解の誤
り，虚偽が存在する。それぞれの誤りを証するに足る法令を示
し，かつ論理的に虚偽であることを論証せよ。その根拠は，取
手市においても，ほぼ同じ誤りを犯し違法行為を行っている事
実があるためである。

不開示
（文書不存在）

38 平成30年7月10日
市 長 （ 総 務
部）

市民課

平成３０年１月１日から３０年６月３０日までに付定のあった
取手市住居表示に関する条例第３条・同規則に基づく住居表示
実施地区の住居表示符定簿（所在地番・住居表示・符定年月日
の記載のある一覧表）と該当の住居表示台帳（住居番号付定通
知書は不要です）

全部開示
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番号
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実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

39 平成30年7月11日
市 長 （ 総 務
部）

人事課
取手市職員の採用試験（筆記試験）作成の契約にかかる相手先
との契約書の昨年度分を示せ。

部分開示
（法人情報）

40 平成30年7月11日 教育委員会 学務給食課

平成●●年度，●●●学校で●●のいじめ（無視）被害にまき
こまれた件及び●●●部●●●グループ内における●●や●●
（●●）による差別行為（いじめ）により不登校となった件に
関する●●●学校が教育委員会へ報告した関連文書で●●●学
校の控文書と教育委員会が受領した文書で本件について教育委
員会が調査，指導をしているが事実が判明する文書

部分開示
（個人情報）

40 平成30年7月11日 教育委員会 指導課

平成●●年度，●●●学校で●●のいじめ（無視）被害にまき
こまれた件及び●●●部●●●グループ内における●●や●●
（●●）による差別行為（いじめ）により不登校となった件に
関する●●●学校が教育委員会へ報告した関連文書で●●●学
校の控文書と教育委員会が受領した文書で本件について教育委
員会が調査，指導をしているが事実が判明する文書

不開示
（文書不存在）

41 平成30年7月17日 教育委員会 公民館

１．平成３０年３月７日文教厚生委員会における●●●●●の
発言「電話での不許可は文書による正式な不許可処分でない」
旨の文言にかかる事前の教育委員会における，本件にかかる会
議，相談，命令，メモなど，すべての記録を示せ。「公文書等
の管理に関する法律」第４条「行政機関の職員は（中略）処理
に係る事案が軽微なものである場合を除き（中略）文書を作成
しなければならない」旨の規定４「個人又は法人の権利義務の
得喪及びその経緯」について作成しなければならない義務の定
めによる。万一前記記録が文書不存在とすれば，前記法律への
違反となる。
２．現在，平成●●年●●月●●日付●●●●●処分にかかる
●●●●●●付の電話による公民館使用不許可の通知は合法で
あるか違法であるか，どちらかを社会教育法第２３条および地
方自治法第２４４条の２の定めに照らし，あらゆる法令等の根
拠を示すことで答えよ。
３．前記２の前記●●●●の，不許可の電話による通知は，公
の施設の許認可の法的責任を有する職権による電話であったの
かどうかを，法令，条例，規則等を示すことでその合法性を証
明せよ。
４．取手市立公民館の設置及び管理運営規則
第４条３項「利用を適当でないと認めるときは，理由を付して
その旨を申請に通知するものとする」とする規定に，取手市教
育委員会は従っていない。戸頭公民館長は申請者に「不許可」
を伝えているにもかかわらず，前記義務を怠っている。
前記規則に従っていない法的根拠を証する文書示せ。

不開示
（文書不存在）

42 平成30年7月13日
市 長 （ 財 政
部）

課税課
取手市固定資産（土地）評価事務取扱要領
(Ｈ３０年度，Ｈ２４年度，Ｈ２１年度，Ｈ１８年度，Ｈ１５
年度，Ｈ１２年度，Ｈ９年度）

部分開示
（文書不存在）

43 平成30年7月20日 教育委員会 公民館

平成２９年１２月２８日付の「公民館課長」名の「お知らせ」
の内容について，以下の点について，憲法第１３条，同１４
条，地方自治法第２条，同２４４条の一および同法同条二，ま
た社会教育法第２３条の定めに照らして，前記「お知らせ」が
適法である根拠を証する法令条文を示せ。

不開示
（文書不存在）

44 平成30年7月23日 教育委員会 指導課

第１回いじめ問題対策連絡協議会（議事録）に記録されている
次の文書
１．●●●●の発言，教職員に対して云々の次に指導法，相談
法などについて，学んでいますとある，その方法を示すもの
２．いじめの認知件数，年１０００人当り，取手１９件と認知
件数は少ないですとする，その根拠を示す文書及び資料
３．グループ協議全記録

全部開示
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45 平成30年7月23日 教育委員会 指導課

取手市いじめ問題対策連絡協議会運営規則第４条１項ただし書
きにより，教育委員会が招集した平成３０年度第１回いじめ問
題対策連絡協議会（議事録）によれば，●●●●●発言に，●
●●●の件も，●●●●がいじめられたことを学校や教育委員
会が早く察知できなかったことにあると思います，更に●●●
●●発言に，取手市で何人かいじめによって亡くなったが，そ
んなことが二度と起こらないようにしていきたいです，とそれ
ぞれ過去形でいじめによる●●●がいることを明確にされた事
実について
１．公式の場で●●●・●●●●●の発言を含む全記録につい
て，教育指導課●●●●●●，●●，●●，●●，決裁権者●
●●が起案者，●●●●が作成した決裁文書に押印しているが
特に上記に示した，いじめと●●を裏付けする文書及び資料
２．本件，議事録は公開されている，よって，いつ，どこの学
校で発生したか判明する文書（●●●が公開の場で発言したも
のであることを忘れないことを付け加える）
３．議事録の作成について，どのような手続きをしたか判明す
る電磁的記録を含む全資料

部分開示
（文書不存在）

46 平成30年7月24日 教育委員会 教育総務課

教育委員会定例会及び臨時会において，地方教育行政の組織及
び運営に関する法律第１４条７項に基づき非公開とした部分の
示す会議録
平成１７年度以降分とする

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

（意思決定過程情報）

47 平成30年8月3日 教育委員会 公民館

平成●●年●●月●●日付●●●●●決定通知書による「請求
に係る情報の名称，内容」について，取手市●●●●●●●●
●●●から，前記●●●決定通知書において，「●●●●●」
とする理由として，「●●●●●」なる通知を受けた。しかし
地方自治法第２条２，１６，１７項また社会教育法第２２，２
３条および最高裁判例平成７年３月１７日の例に照らし，前記
不開示および不許可処分はいかなる法的根拠において行われた
か，その根拠を証する法令条文，行政実例，判例等をすべて開
示せよ。

不開示
（文書不存在）

48 平成30年8月14日 教育委員会 教育総務課

小文間小学校・井野小学校・吉田小学校
第１回統合準備協議会（総務部会）
第２回統合準備協議会（総務部会）
第３回統合準備協議会（総務部会）
第３回統合準備協議会　議事録

全部開示

49 平成30年8月14日 教育委員会 教育総務課

取手第一中学校・取手東中学校
統合準備協議会
第１回総務部会議事録
第３回統合準備協議会議事録（総務部会）
第２回統合準備協議会議事録（総務部会）

全部開示

50 平成30年8月21日 教育委員会 教育総務課

平成●●年●●月●●日付，親展文書について
１．期限までに発行した回答書及び決裁書
２．平成●●年●●月●●日，取●●発第●●●号で開示した
回答書に対する決裁書
３．取手市教育委員会における親展文書取扱い規定について

全部開示

50 平成30年8月21日 教育委員会 指導課

平成●●年●●月●●日付，親展文書について
１．期限までに発行した回答書及び決裁書
２．平成●●年●●月●●日，取●●発第●●●号で開示した
回答書に対する決裁書
３．取手市教育委員会における親展文書取扱い規定について

部分開示
（個人情報）

51 平成30年8月21日 教育委員会 教育総務課

平成３０年度取手市教育委員会，教育長及び指導課長，新人事
が決定された。これに伴う，取手市職員服務規程を基に引き継
ぎ事務が実施されている。その際した文書全部。但し，教育委
員会が別途引き継ぎ規定を定めている場合は当該規定によるも
のとする。

不開示
（文書不存在）
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51 平成30年8月21日 教育委員会 指導課

平成３０年度取手市教育委員会，教育長及び指導課長，新人事
が決定された。これに伴う，取手市職員服務規程を基に引き継
ぎ事務が実施されている。その際した文書全部。但し，教育委
員会が別途引き継ぎ規定を定めている場合は当該規定によるも
のとする。

全部開示

52 平成30年9月3日
市 長 （ 財 政
部）

課税課

平成２７年度及び平成３０年度の固定資産税標準宅地の評価替
えに伴う下記書類の写し
１．業務委託契約者
２．仕様書
３．３工区の指名入札の調書の写し

全部開示

52 平成30年9月3日
市 長 （ 財 政
部）

管財課

平成２７年度及び平成３０年度の固定資産税標準宅地の評価替
えに伴う下記書類の写し
１．業務委託契約者
２．仕様書
３．３工区の指名入札の調書の写し

部分開示
（法人情報）

53 平成30年9月3日 教育委員会 公民館

平成29年12月28日付の公民館課長名の「お知らせ」という公民
館課長名の公文書が各公民館窓口に置かれた。この文書は明ら
かに取手市のすべての公民館利用者に対する，個人利用にかか
る権利の制約に他ならない。この公文書は憲法第１４条のほ
か，すでに指摘済みの各法令のように，違憲，違法の疑いがあ
る。前記の疑いにもかかわらず，前記「お知らせ」の内容を前
記利用者に各窓口等，公報等において取消した事実が存在しな
い。よって，前記「お知らせ」を本請求日まで取消していない
法的根拠を示す条文を示せ。
（なお，公報による「便利になった」なる文言は前記「お知ら
せ」の誤りを取消さぬ法的根拠とならない。）

不開示
（文書不存在）

54 平成30年9月10日 教育委員会 教育総務課
旧井野小学校体育館の設計図書
①平面図②立面図③断面図④展開図

全部開示

55 平成30年9月18日
市 長 （ 建 設
部）

管理課

別添写真（Ａと言う）は，取手市●●●●－●●地先●●●●
●●●●●●付近を撮影したものである。
同●●●前歩道上に赤色ポールが４本設置されているが何の目
的で設置したものであるのか，聞く処によると同ポールは，●
●●●●●●●●が●●●●に要請して設置したものであるよ
うである。
道路の維持管理等に関する為に道路法等に依り設置が必要なら
ば，市予算で設置すべきである。
●●●●●●●●●●●●●にも同様なポールが設置されてい
たが現在は撤去されている，又●●●●●に設置されていた電
柱も道路法に抵触すると言う理由で移設された。
①当該ポールを設置に関する法的手続き関係文書
②依頼した法的根拠を示す根拠文書及び法令等全て。
③その他当該ポール設置に関係するすべての文書

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

56 平成30年9月18日 教育委員会 図書館

平成●●年●●月●●日，●●●●●●●●の●●●●●にお
いて，●●●●●●●●●●●●は，貸出中の図書の返却につ
いて，「２週間以上：期限を過ぎたら貸出しはしない」旨を発
言した。「２週間以上」の法的根拠の提示を求めたところ，要
綱を示したので，要綱には法的拘束力が存在しない旨，●●●
●●を含め，取手市に繰り返し教示してきた旨を伝えても，
「法的拘束力はなくても，上司の指示（要綱）に従います」と
明言した。自治法第２条②に「自治体運営は法律による」とあ
るとおり，自治体の事務は必ず法律に拠らねばならず，また歴
代内閣法制局長官の編になる「法令用語辞典」に地方自治体の
要綱に法的拘束力が存在しない旨明記されている事実からも，
前記●●●の発言は地方公務員の法的認識，理解，公務上の義
務について，あまりに幼く，無責任である。さて，茨城県取手
市において，職員が法律ないし法令より上司の指示命令を上位
に置く法的根拠を証する公文書を示せ。なお，自治体には必ず
存在する法令が「文書不存在」となることはあり得ぬから，本
請求に対し文書不存在を理由とする不開示処分があった場合は
訴訟の可能性が生じる。その際は前記●●●を法廷に証人喚問
を行うよう裁判所に求める。

不開示
(文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

57 平成30年9月19日
市 長 （ 総 務
部）

総務課

平成３０年（日付なし）の，「取手市事務決裁規程の一部を改
正する訓令を次のように定める」なる前文があり，「取手市長
藤井信吾」の名があり，その下に取手市訓令第　号（番号な
し）とある。
１．その下に「取手市事務決裁規程（昭和５５年訓令第７号）
を次のように改正する」とあり，その「改正」内容が示されて
いる。その「改正」された当該規程の全体を示せ。
２．「取手市長藤井信吾」の名による「訓令」が前記平成３０
年のもののほか，他の取手市長名による訓令が他にあったか。
あったとすれば，そのすべてを示せ。
３．「訓令」は当然，上級官庁が下級官庁の権限の行使につ
き，これを指揮するために発する命令を意味し，取手市長藤井
信吾」が規程その他について訓令を発することはできない。取
手市長が訓令を発することができる（それが有効である）法的
根拠を証する公文書を示せ。

全部開示

58 平成30年10月1日 教育委員会 図書館

平成●●年●●月●●日付●●●●●決定通知書において，取
手市●●●●●●●●●●●は当該●●●処分決定にかかる当
該●●●●●●●●●●●●の本件●●●に対する「法的拘束
力のない要綱について，上司の命令に従う」旨の発言を行い，
●●●●●●●図書の貸し出しとその返却についての●●●の
主張を維持した。当然，前記の地方自治体の運営にかかる地方
自治法第２条１７項の規定により，この発言は無効である。こ
の法的事実にもかかわらず，●●●も●●●●も，この発言を
撤回し謝罪した事実が存在しない。よって，以下の法令上の根
拠となる公文書の提示を求める。
１．法的根拠を証する文書が●●しないということを●●●●
●の根拠とすることは，すなわち法的根拠自体が存在しないこ
とを意味する。では文書が不存在でも法的根拠を証する文書等
があるか。何らかの法的根拠を示す客観的証拠を示せ。
２．前記のとおり，要綱に法的拘束がないことは自明のことで
あるにもかかわらず，取手市●●●●●がこの法的誤りについ
て取り消し，謝罪を行わない法的根拠を証する文書を示せ。
３．●●●および●●●●等は，前記のとおり，ありえない
「●●●●●」を主張している。当然，●●●●は，●●●お
よび●●●●●の適法でない要求と主張に対し，すべて拒否す
る。その拒否が適法でない法的根拠を証する文書を示せ。

不開示
（文書不存在）

59 平成30年10月1日
市 長 （ 財 政
部）

課税課
旧藤代町の固定資産（土地）評価事務取扱要領
（Ｈ９年度，Ｈ１２年度，Ｈ１５年度）

不開示
（文書不存在）

60 平成30年10月9日 教育委員会 図書館

平成●●年●●月●●日　●●●●が●●●●●●●●に赴い
たところ，●●●●●●●●●●●●●より，取手市立図書館
のグレーの封筒に入っていたと思われる（前記図書館からの私
信としか考えられぬ。そうとすれば，明確に公文書である）文
書を示された。
当然，受け取れ，の意と思料される。
本件は，何日か前に，前記●●●●より●●●●の●●●と思
われた●についての電話があった際，すでに情報公開請求済み
（本請求日までに，開示不開示決定の通知がない）の某件に対
する公文書の私信であるとしか考えられぬ。
１．取手市教育委員会図書館は，前記●●●●によって示され
た封書の内容を公開せよ。
２．前記●●●●との電話の折り，●●●●はすでに●●●●
●とされた（法的根拠を示す文書示せ，との請求であったか
ら，●●●●●は法的根拠自体が存在しない，としか考えられ
ぬ）事実から，前記●●●●●●●●の「法的拘束力がなくと
も，上司の命令に従います」なる趣旨の発言が適法でない旨の
教示に対しての，当該案件にかかる情報公開請求にかかる前記
私信としか考えられぬ。では，当該案件にかかる前記●●●処
分を踏まえ，当該請求に対し（としか考えようがない）前記●
●●●が公文書で私信を送る根拠が何処にあるか？情報公開請
求という法的手続に対して●●●●が私信を送る法的根拠を示
す文書を公開せよ。

不開示
（存否応答拒否）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

61 平成30年10月10日 教育委員会 指導課

平成３１年度用中学校道徳科教科書採択に関する資料として
①採択協議会（第９地区）委員名簿
②採択協議会議事録（第１回２回）
③調査委員会名簿
④調査委員会内容調査資料（各８社）

全部開示

62 平成30年10月11日 教育委員会 指導課
・平成３１年度中学校道徳教科用図書採択協議会　議事録（第
九地区）
・　　〃　　　　〃　　　　〃　　調査報告書（全８社分）

全部開示

63 平成30年10月15日 教育委員会 公民館

１．平成●●年●●月●●日，●●●時過ぎ，●●●●●●●
の●●●と●●●は公務の受付時間について，部屋の利用の
キャンセル，利用料還付について，「そこに書いてある」と貼
紙を示した。●●●は貼紙に従わない。よって法的根拠の提示
を要求したところ，提示しえず，●●●●●●●●の●●，●
●●●に代わって示されるまで，当然の義務をなし得なかっ
た。法的拘束力を持ちうる条例規則を知らぬ者が地方公務員と
して公務に携わってよい法的根拠を示す公文書，および現状を
改める予定を示す文書を示せ。
２．前記日時に前記●●●●●●にいた●●（●●●●●では
なかった）１名は，●●●●が●●で示した公民館使用許可書
を覗き込んだ。●●●●が「君は誰だ」と尋ねても答えず，前
記●●●と●●●に尋ねても答えなかった。取手市では，私人
が個人情報を記載した公文書を閲覧する権利をいつから公認し
たのか。その条例等で認められた年月日とそれを証する条例等
の文書を示す。

不開示
（存否応答拒否）

64 平成30年10月18日 教育委員会 指導課

平成３１年度用教科用採択に関する以下の資料・情報
・選定協議会議事録（すべて）
・選定理由書（特別支援以外すべて）
・調査部会調査研究資料（特別支援以外すべて）
・選定協議会委員名簿
・各調査部会の委員名簿（もしくは構成人数など公開できる情
報）
・採択に関する日程がわかる資料
・他教科用図書採択に関して公開できる情報

全部開示

65 平成30年11月2日 教育委員会 図書館

１．情報公開請求は法的手続であり，取手市において情報公開条例により，
規定により請求を受ければ開示不開示の決定を行い，請求者に通知する法的
義務がある。担当責任者が法令に従わず，個人の「判断」と「意図」により
法的拘束力を持つ請求に応じないとする法的根拠を証する文書を示せ。
２．平成●●年●●月●●日付の書面にみられる「要綱には一般的に法的拘
束力，強制力がないことは認識しています」なる文言について
ａ）「一般的」なる法的規定を証する文書を示せ。決して「一般的」ではな
く，すでに教示済み（総務課法制係，教育委員会等に対して）のとおり，歴
代内閣法制局長官監修の「法令用語辞典」（これは言うまでもなく，「これ
にこうあるから法的に正しい」と言いうる唯一の法律辞典である）に明言し
ある通り，決して法的拘束力を持たぬ。一般的でないことが理解できなけれ
ば，内閣法制局に問い合わせた上で前記につき証する文書を示せ。
ｂ．「法的拘束力のない要綱をもってルール化することは，他の多くの自治
体の公共図書館でも同様の趣旨により運用していること」とある。
３．ａ)「ルール化」の「ルール」は法的にいかなる概念規定によるか。
「ルール」の法的意味を証する文書を示せ。
ｂ）「多くの自治体図書館が同様の趣旨により運用している」から法的に正
しいことを証する文書を示せ。これは単に，悪しき実態の例に過ぎず，守ら
なければならぬ決まりであるかのように利用者に示すことは，当該公務員の
極端な無知によるか，故意であれば不当な公権力の行使である。
以上のように，●●●●が，利用者がルールを守る責務がある，などとする
のは，法的根拠を証する条文を示せ，という情報公開請求に「●●●●●」
を根拠に●●●とするごとき自治体がいかなる「責務を遵守している」とす
る根拠があるか？図書館で言えば法令に関して極端に無知であり（債権債務
の区別さえ知らぬ），重要な世界の古典などをまったく読んでおらず，届い
た図書の書名さえ読めず，自分で調べようとしない公務員の集団は，利用者
の責務などを強要する資格はない。
●●●●は，明確な法的根拠を持たず，拘束力を持たぬ「ルール」とやらを
実態として強要する役所に対しては決して従わない。「責務」は法令遵守義
務が課せられている公務員自らがまず厳格に遵守せよ。

不開示
（文書不存在）

66 平成30年11月2日
市 長 （ 財 政
部）

課税課

所在：茨城県取手市●●●●●●●●番●●●●番●
課税地目：宅地
課税地積：●●●●●．●●㎡
上記土地の固定資産の評価に当たって作成された鑑定評価書
（過去のもの全て）

部分開示
（法人情報）

（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

67 平成30年11月7日 教育委員会 指導課
平成３１年度使用教科用図書（道徳）の採択に関する資料一式
（議事録，名簿，スケジュールのわかるもの）

全部開示

68 平成30年11月13日 教育委員会 図書館

平成●●年●●月●●日付，●●●●●●●●●●●●●●の
「回答」について。
１．平成●●年●●月●●日付の，●●●●の請求に対する
「●●●」について，「実施機関である図書館に当該開示請求
に係る公文書が●●●●●●●●●という。しかし明らかに，
当該請求は法的根拠の提示を求めている。地方自治法２条２項
と定めのとおり，地方自治体は法律に拠らねばその運営はでき
ない。「●●●●●●●●●●」とすれば，同法同条２項と同
１７項に触れる可能性が生じる。法的根拠の提示を求める請求
に対し，自治体がその運営に法的根拠を持たぬ根拠はあり得な
い。
よって，前記「●●●●●●●」事実を法的に正当化しうる根
拠を証する法令条文，行政実例，最高裁判例等を示せ。
２．平成●●年●●月●●日の，●●●●●●●●が「業務上
のことに関して上司に確認を求めた行為」なる文言は，その際
の●●●●●●●●●●●●●での●●●の行為とはまったく
異なる。●●●●による法的行為を求めた請求に対し●●が前
記●●が要綱をを示した事実は「上司に確認を求めた」なる文
言は単なる虚偽による言葉の不正な言い換えに過ぎない。前記
●●は約６０秒で要項を「法的根拠」として示した。「上司に
確認を求めた」事実を証する音声，映像等の記録，および公文
書を示せ。
３．前記，●●●による請求および本件にかかる情報公開請求
のすべてにおいて，「法令違反にあたらないと認識している」
と●●●●は答えた。その「認識」が法的に正当である法的根
拠を証する法令条文，行政実例，最高裁判例等を示せ。

不開示
（存否応答拒否）

69 平成30年11月14日 教育委員会 図書館

平成●●年●●月●●日付の，●●●●●●●●●●●●●に
よる「回答」について
「要綱には一般的に法的拘束力・強制力がないことは認識して
います」という「一般的」なる文言は，当然，法的拘束力・強
制力を持つ効力を持つ例外が存在があり，「一般的」でない事
例が存在することを論理的に前提とする日本語である。
●●●●が各自治体の要綱（要綱は明文化されている）の運用
について知る限り，要綱が図書館の利用者に対して法的拘束力
を持つ「ルール」の存在は一例も確認できなかった。前記●●
●●にとって「要綱は一般的には法的拘束力を持たぬことが多
いが，これは利用者が守るべきルールである」と言いたいらし
い。
さて，要綱が法的拘束力・強制力を持たぬことが「一般的」で
しかないことは，前記のとおり何らかの強制力を利用者に対し
て持っている例外の存在を具体的に立証できなければ，そもそ
も公権力の法的根拠を持つ行使として意味をなさぬ。
要項が，利用者が遵守すべき「ルール」であることを明文化し
た各自治体図書館の実例を自治体と図書館の名を挙げて，（そ
のような図書館が「多く」存在すると図書館長はいう）「多
く」示せ。

不開示
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

70 平成30年11月14日 教育委員会 図書館

取手市立図書館の要綱にかかる●●●●●●●●の「回答」に
つき，●●●●●に提出した申請に関する資料で，前記●●●
●の主張の誤りを論証しうる実例を２例示す。１は要綱の運用
について詳しく丁寧に説明していると思われる●●●●●●の
例，２は要項の運用に関する判例であり，いずれも公表されて
いる。この２例に明らかに反する各自治体の要綱の規定を多く
示し，また判例については最高裁判例等の実例をそれぞれ示
せ。
１．●●●●●●「要綱及び要領の取扱いについて」
要綱に関する取扱い
（１）要綱の意義
「要綱」は区の事務の処理方法に関し，条例，規則又は訓令の
形式で定めるべき事項以外の事項について，その処理権限を持
つ者が定める行政内部の指針（処理基準）である。
注１．要綱は，行政の内部基準にすぎない。要綱によって直接
住民の権利を規制し，義務を課することはできない。たとえ要
綱の中で，住民のなすべき行為（申請，届け出等）や責務を定
めていたとしても，それは行政内部に対し，事務の処理方法を
示したものであり，直接住民に向けられたものではない。
２．●●●●水道法事件判決の概要
指導要項の法的性格
二審判決（東京高裁昭和６０．８．３０）
指導要綱は法律，条例とは異なり，相手方の任意の履行を期待
する行政指導の方針を期待する内部的準則である。一種の慣習
法的存在ということであっても，法的確信に裏づけられた真正
の慣習法を意味するものではない。

不開示
（存否応答拒否）

71 平成30年11月20日 教育委員会 指導課

平成３０年度茨城県第９地区教科用図書採択に関する文書一式
・全競技会議事録及び要項等当日配付資料
・各社調査報告書及び採択理由書（小学校「国語・書写・生
活」，中学校「道徳」）
・協議会規約
・日程一覧
・採択関係者一覧

全部開示

72 平成30年11月20日 教育委員会 図書館

平成３０年１０月１９日付の●●●●●●●●の書面にみられ
る「要綱には一般的に法的拘束力，強制力がないことは認識し
ています」なる文言について，「一般的」なる日本語は多数の
同意を前提として使用しうる。地方自治体が要綱に「法的拘束
力がない」ことに対立しうる各自治体の条例，規則等の実例を
多く示せ。なお当然，各自治体の条例規則等は公表されてお
り，取手市が入手し，承知していないことはあり得ない。

不開示
（文書不存在）

73 平成30年11月25日 教育委員会 学務給食課

１．平成３０年度　児童生徒（第１学年）心臓検査結果表
２．平成３０年度　第１学年心臓病有所見者一覧
小学校・中学校両方お願い致します。
県へ提出した書類の写しをそのままコピーしていただけるよ
う，お願い致します。

部分開示
（個人情報）

74 平成30年11月26日
市長（健康増
進部）

健康づくり推
進課

ウェルネスプラザの年間来館・使用者数（各室別，目的別）と
使用料収入の額（平成２７年度，２８年度，２９年度）

全部開示

75 平成30年11月26日
市 長 （ 建 設
部）

水とみどりの
課

緑地運動公園（野球場，テニスコート）の年間利用者数及び使
用料収入の額（平成２７年度，２８年度，２９年度について）

部分開示
（文書不存在）

76 平成30年11月26日
市 長 （ 福 祉
部）

高齢福祉課
指定管理者管理のあけぼの，かたらいの郷の年間利用者数及び
年間利用料，使用料収入の額（平成２７年度，２８年度，２９
年度）

全部開示
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

77 平成30年11月26日
市長（政策推
進部）

文化芸術課
取手市福祉会館の年間利用者数及び使用料収入の額について
（平成２７年度，２８年度，２９年度）

全部開示

78 平成30年11月26日 教育委員会
スポーツ生涯
学習課

グリーンスポーツセンターの年間利用者数及び使用料収入の額
について（平成２７年度，２８年度，２９年度）

全部開示

79 平成30年12月17日
市長（政策推
進部）

広報広聴課

１．平成２９年度の「市政協力員」の「要望書」のすべての内
容を,個人を特定できる箇所を除き開示せよ。
２．前記「要望書」以外の，市民の要望，意見等を聞く場が
「市政への提言」以外に，現在何があるか具体例を示せ。
３．「懇談会をやらないということが市民参加の町づくりに
なっていないというのは違う」根拠を，前記１，２の根拠を踏
まえ，具体例を明示せよ。
・「市民アンケート」は，１１８６名で回答率が５９．３％
だったらしい。それ以外の市民の声を（「質問」に答える以外
の内容の声を）どうやって聞こうとしたのか
・「市長への手紙」は平成３０年の４月から現在まで９１件し
かなく，それへの法的・論理的根拠の提示内容が甚だ疑問なの
で，論外とする。

部分開示
（個人情報）

（文書不存在）

79 平成30年12月17日
市 長 （ 総 務
部）

安全安心対策
課

１．平成２９年度の「市政協力員」の「要望書」のすべての内
容を,個人を特定できる箇所を除き開示せよ。
２．前記「要望書」以外の，市民の要望，意見等を聞く場が
「市政への提言」以外に，現在何があるか具体例を示せ。
３．「懇談会をやらないということが市民参加の町づくりに
なっていないというのは違う」根拠を，前記１，２の根拠を踏
まえ，具体例を明示せよ。
・「市民アンケート」は，１１８６名で回答率が５９．３％
だったらしい。それ以外の市民の声を（「質問」に答える以外
の内容の声を）どうやって聞こうとしたのか
・「市長への手紙」は平成３０年の４月から現在まで９２件し
かなく，それへの法的・論理的根拠の提示内容が甚だ疑問なの
で，論外とする。

部分開示
（個人情報）

（事務事業執行情報）

79 平成30年12月17日
市 長 （ 総 務
部）

市民協働課

１．平成２９年度の「市政協力員」の「要望書」のすべての内
容を,個人を特定できる箇所を除き開示せよ。
２．前記「要望書」以外の，市民の要望，意見等を聞く場が
「市政への提言」以外に，現在何があるか具体例を示せ。
３．「懇談会をやらないということが市民参加の町づくりに
なっていないというのは違う」根拠を，前記１，２の根拠を踏
まえ，具体例を明示せよ。
・「市民アンケート」は，１１８６名で回答率が５９．３％
だったらしい。それ以外の市民の声を（「質問」に答える以外
の内容の声を）どうやって聞こうとしたのか
・「市長への手紙」は平成３０年の４月から現在まで９３件し
かなく，それへの法的・論理的根拠の提示内容が甚だ疑問なの
で，論外とする。

部分開示
（個人情報）

79 平成30年12月17日
市長（まちづ
くり振興部）

産業振興課

１．平成２９年度の「市政協力員」の「要望書」のすべての内
容を,個人を特定できる箇所を除き開示せよ。
２．前記「要望書」以外の，市民の要望，意見等を聞く場が
「市政への提言」以外に，現在何があるか具体例を示せ。
３．「懇談会をやらないということが市民参加の町づくりに
なっていないというのは違う」根拠を，前記１，２の根拠を踏
まえ，具体例を明示せよ。
・「市民アンケート」は，１１８６名で回答率が５９．３％
だったらしい。それ以外の市民の声を（「質問」に答える以外
の内容の声を）どうやって聞こうとしたのか
・「市長への手紙」は平成３０年の４月から現在まで９４件し
かなく，それへの法的・論理的根拠の提示内容が甚だ疑問なの
で，論外とする。

部分開示
（個人情報）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

79 平成30年12月17日
市長（まちづ
くり振興部）

環境対策課

１．平成２９年度の「市政協力員」の「要望書」のすべての内
容を,個人を特定できる箇所を除き開示せよ。
２．前記「要望書」以外の，市民の要望，意見等を聞く場が
「市政への提言」以外に，現在何があるか具体例を示せ。
３．「懇談会をやらないということが市民参加の町づくりに
なっていないというのは違う」根拠を，前記１，２の根拠を踏
まえ，具体例を明示せよ。
・「市民アンケート」は，１１８６名で回答率が５９．３％
だったらしい。それ以外の市民の声を（「質問」に答える以外
の内容の声を）どうやって聞こうとしたのか
・「市長への手紙」は平成３０年の４月から現在まで９５件し
かなく，それへの法的・論理的根拠の提示内容が甚だ疑問なの
で，論外とする。

部分開示
（個人情報）

79 平成30年12月17日
市 長 （ 建 設
部）

管理課

１．平成２９年度の「市政協力員」の「要望書」のすべての内
容を,個人を特定できる箇所を除き開示せよ。
２．前記「要望書」以外の，市民の要望，意見等を聞く場が
「市政への提言」以外に，現在何があるか具体例を示せ。
３．「懇談会をやらないということが市民参加の町づくりに
なっていないというのは違う」根拠を，前記１，２の根拠を踏
まえ，具体例を明示せよ。
・「市民アンケート」は，１１８６名で回答率が５９．３％
だったらしい。それ以外の市民の声を（「質問」に答える以外
の内容の声を）どうやって聞こうとしたのか
・「市長への手紙」は平成３０年の４月から現在まで９６件し
かなく，それへの法的・論理的根拠の提示内容が甚だ疑問なの
で，論外とする。

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

79 平成30年12月17日
市 長 （ 建 設
部）

道路建設課

１．平成２９年度の「市政協力員」の「要望書」のすべての内
容を,個人を特定できる箇所を除き開示せよ。
２．前記「要望書」以外の，市民の要望，意見等を聞く場が
「市政への提言」以外に，現在何があるか具体例を示せ。
３．「懇談会をやらないということが市民参加の町づくりに
なっていないというのは違う」根拠を，前記１，２の根拠を踏
まえ，具体例を明示せよ。
・「市民アンケート」は，１１８６名で回答率が５９．３％
だったらしい。それ以外の市民の声を（「質問」に答える以外
の内容の声を）どうやって聞こうとしたのか
・「市長への手紙」は平成３０年の４月から現在まで９７件し
かなく，それへの法的・論理的根拠の提示内容が甚だ疑問なの
で，論外とする。

部分開示
（個人情報）

79 平成30年12月17日
市 長 （ 建 設
部）

排水対策課

１．平成２９年度の「市政協力員」の「要望書」のすべての内
容を,個人を特定できる箇所を除き開示せよ。
２．前記「要望書」以外の，市民の要望，意見等を聞く場が
「市政への提言」以外に，現在何があるか具体例を示せ。
３．「懇談会をやらないということが市民参加の町づくりに
なっていないというのは違う」根拠を，前記１，２の根拠を踏
まえ，具体例を明示せよ。
・「市民アンケート」は，１１８６名で回答率が５９．３％
だったらしい。それ以外の市民の声を（「質問」に答える以外
の内容の声を）どうやって聞こうとしたのか
・「市長への手紙」は平成３０年の４月から現在まで９８件し
かなく，それへの法的・論理的根拠の提示内容が甚だ疑問なの
で，論外とする。

部分開示
（個人情報）

79 平成30年12月17日
市 長 （ 建 設
部）

水とみどりの
課

１．平成２９年度の「市政協力員」の「要望書」のすべての内
容を,個人を特定できる箇所を除き開示せよ。
２．前記「要望書」以外の，市民の要望，意見等を聞く場が
「市政への提言」以外に，現在何があるか具体例を示せ。
３．「懇談会をやらないということが市民参加の町づくりに
なっていないというのは違う」根拠を，前記１，２の根拠を踏
まえ，具体例を明示せよ。
・「市民アンケート」は，１１８６名で回答率が５９．３％
だったらしい。それ以外の市民の声を（「質問」に答える以外
の内容の声を）どうやって聞こうとしたのか
・「市長への手紙」は平成３０年の４月から現在まで９９件し
かなく，それへの法的・論理的根拠の提示内容が甚だ疑問なの
で，論外とする。

部分開示
（個人情報）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

79 平成30年12月17日
市長（都市整
備部）

都市計画課

１．平成２９年度の「市政協力員」の「要望書」のすべての内
容を,個人を特定できる箇所を除き開示せよ。
２．前記「要望書」以外の，市民の要望，意見等を聞く場が
「市政への提言」以外に，現在何があるか具体例を示せ。
３．「懇談会をやらないということが市民参加の町づくりに
なっていないというのは違う」根拠を，前記１，２の根拠を踏
まえ，具体例を明示せよ。
・「市民アンケート」は，１１８６名で回答率が５９．３％
だったらしい。それ以外の市民の声を（「質問」に答える以外
の内容の声を）どうやって聞こうとしたのか
・「市長への手紙」は平成３０年の４月から現在まで１００件
しかなく，それへの法的・論理的根拠の提示内容が甚だ疑問な
ので，論外とする。

部分開示
（個人情報）

80 平成30年12月21日 教育委員会 教育総務課

市長（教育長）が賃貸借？していると思われる，旧本陣裏側高
台に位置する空き地（駐車場？）に関する全ての書類等関係文
書（賃貸借契約書等及び旧本陣文化財県指定との関係文書等含
む）
現在当該空き地を商工会に管理を委託している様であるが，こ
れに関する全ての関係文書
当該空き地を第三者に賃貸ししている様であるが，これに関す
る全ての関係文書等（契約書等）
上記行政行為に関する，法律・条例・規則

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

81 平成30年12月21日
市 長 （ 総 務
部）

市民課

１．「印鑑登録に関するご注意」なる公文書１．「又は，保証
人登録の場合」の文言が取手市印鑑条例，前記規則等，本請求
の知る一切の法規に見られぬ。この文言は住民の権利を制限ま
たは要求しうるどの法規に存在するか，該当する法規とその条
文を示せ。
２．前記条例第１８条３に「以下藤代町条例」という」とある
が，以後「藤代町条例」なる文言は一切見当たらず，（施行期
日）の２にある（以下「旧条例」という）とあるが，「藤代町
条例」と「旧条例」とは，明らかに文言も語法も異なる。互い
にどう異なるのか（「以下，「藤代町条例」を「旧条例」と言
い換える旨の文言は法規に存在しない），それぞれ異なる法規
に見られる条例条文を示せ。なお，これは前記条例（経過措
置）にも「旧条例の手数料は・・・（中略）・・・「無料とす
る」とある。これにも関連する）。
なお，前記条例の最新の付則は「平成３０年４月１日から施行
する」とある。ごく最近に施行されている。当然，前記１，２
にじゅうぶんな法規がなく，また文言の誤りあらば，条例に改
正も要する。
３．前期規則第２条には，前記条例，保証人（登録）なる文言
がなく，前記１の法規上根拠不明の公文書が法的に有効である
法的根拠を証する公文書を示せ。
４．前記規則第２条２の（２）にある「保証された書面」とは
いかなる書面か，法的拘束力を持つ具体的内容を記載した文書
を示せ。
なお，前記すべての，とりわけ法規条文の明示，また法的根拠
を示さず本件に関し，本請求人に何らかの損害を与えた場合，
取手市長および市民課職員に対し，必要な法的措置を講ずる可
能性が生じる。

部分開示
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

82 平成30年12月25日
市 長 （ 総 務
部）

市民課

１．＜印鑑登録に関するご注意＞なる公文書の法的根拠を証する法規等の文
書を示せ。
２．平成８年１２月１日施行の取手市印鑑条例第１１条３には，藤代町印鑑
条例（中略）以下「藤代町条例という」とあるが，前記条例以後，「藤代町
条例」なる文言は前記条例に存在しない。また前記条例（施行期日）２には
「改正前の取手市印鑑条例（以下「旧条例」という」とある。それでは，
「藤代町条例」と「改正前の取手市印鑑条例」とは，どう異なるのか。前者
と後者をいったん廃止し，今後新たに条例（および付随する規則）を改正す
ることなしに，現行条文文言のまま現条例に法的拘束力を持たせることは不
可能である。
この廃止と改正の手続なしに，現行の手数料条例の規定は行使できない。ま
た「条例を廃止するには，廃止するには，廃止条例をもってしなければなら
ない」（昭和４年９月行政実例）。
さらに，地方自治法第１６条による議会議長による条例案送付の事実は，本
請求人の知る限り存在しない。
なお，平成●●年●●月●●日付藤井信吾名による「記」の７行目から９行
については，●●●●は既に承知している。また地方自治法第２２７条につ
いても同様。
追伸
本請求日現在，平成●●年●●月●●日付，情報開示請求のうち，前記のと
おり，とりわけ重要な印鑑登録に関するご注意なる公文書の法的性格は重大
である。
刑法第１５５条に「行使の目的で，公務所若しくは公務員の印章若しくは署
名を使用して公務所若しくは公務員の作成すべき文書若しくは図画を偽造
（中略）した者は一年以上十年以下の懲役に処する」とある。前記すべてに
ついて前記法的根拠不明の公文書の根拠明示，また前記条例規則の誤りを認
め，直ちに廃止改正の求めに本請求の開示不開示の期限内に応じず，かつ厳
正な法的根拠を証する文書の提示に応じず，さらに前記に応じぬまま，今後
も手数料請求を行った場合，取手市長，市民課長ほかに対前記公文書偽造の
疑いにより本請求人は，告訴を行う可能性が生じる。本請求に対する情報公
開条例の期限内に明確に答えよ。

不開示
（文書不存在）

83 平成31年1月8日
市 長 （ 総 務
部）

市民課

取手市内で，下記住所と建物と住居番号が記載されている図面
（街区図，住居表示台帳）
住所　　　　　　　　　　街区符号
茨城県取手市●●●●●●　●
茨城県取手市●●●●　　　●

全部開示

84 平成31年1月9日
市 長 （ 財 政
部）

課税課
航空写真と地番図の合せ図の写し（カラー）
縮尺　１／５００　サイズＡ３版　（平成３０年版）
物件：取手市●●●●●●●－●付近

全部開示

85 平成31年1月10日
市 長 （ 総 務
部）

市民課

１．平成●●年●●月●●日，情報公開請求の場において●●
●●は平成●●年●●月●●日付の請求にある「印鑑登録に関
するご注意」なる公文書の法的根拠を示す文書を●●●とし
た。
これにつき，前記●●月●●日，前記●●は当該文書を「条例
をわかりやすくしたもの」と答えた。しかし，当該印鑑条例に
は，前記文書に関する規定は存在しない。この法的根拠となる
当該条例の規定の該当箇所を示せ。
２．前記●●月●●日，前記●●は前記●●月●●日付の●●
●●による規則様式第９号を持って，「法的根拠」と答えた。
前記条例にも規則にも「保証人」なる文言は存在せず，条例規
則に規定文言のない「様式」は，規定文言と独立して存在し得
ぬ。規定文言と独立して「様式が法的根拠」として存在するこ
とを証する法令規定を示せ。
３．前記●●月●●日，前記●●は平成●●年●●月●●日付
情報開示請求において「●●」として示した，前記１で示した
法的根拠なき「印鑑登録に関するご注意」なる公文書が刑法第
１５５条「公文書偽造罪」に抵触する可能性がある旨を伝えた
にもかかわらず，前記●●は法的手続きである情報公開請求書
の前記●●と前記法令条文を「読んでいない」と不可思議な答
えをなした。これまでの市民課からの「●●●●●●決定通知
書」と前記●●月●●日の口頭記録での回答の「根拠」との主
張に照らし，前記１の公文書が公文書偽造罪に該当せぬ法的根
拠を示す公文書を示せ。

不開示
（存否応答拒否）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

86 平成31年1月15日 教育委員会 図書館

１．平成●●年●●月某日の，下記内容にかかる●●●●による●●●●●●●●●●●●●への電話で
の問い合わせの録音内容に関し，前記●●は，取手市立図書館管理運営規則第１４条の条文中「別に定め
るところ」とは何を指すか，との質問に対し「制限規則」と答えたため●●●●が「その規則は存在しな
い」と指摘すると答えを変更し「制限要綱」と言い換えた。これは平成●●年●●月●●日付の「回答」
によって確認される。
２．前記に関し，●●●●は要綱が住民に対する法的拘束力を持ち得ぬ根拠を，幾つもの事例，判例等を
示して教示してきた。前記●●はその正当性に対し本請求日までまったく（それへの反証を含め）まった
く答えず，要綱により●●●●へ新たな図書の●●●●を認めていない。前記１同様，要綱が住民を従わ
せる拘束力を持っているとすれば必ず法規は存在しなければならず，文書不存在はあり得ぬ。取手市にお
けるその法規を示せ。
３．平成●●年●●月●●日付の前記●●による●●●に宛てた公文書において，●●は法的拘束力のな
い要綱をもって「ルール化」することは，他の多くの自治体の公共図書館でも同様の趣旨により運用して
いる」と自ら記した。前記●●月●●日付文書は当然公文書であり，公文書に虚偽を記すことは許され
ず，また「他の公共図書館」に関するすべての要綱は公開されているから，前記●●は必ず「他の公共図
書館」に関する多くの要綱の内容を確認した上で公文書を作成していなければならない。公文書に虚偽を
記していない事実を証する他の「多くの自治体」の実例を多く示せ。なお，「ルール」という語は憲法か
ら家庭内の約束事まで守らねばならないことを前提としており，本件の場合は●●が「要綱」を「ルー
ル」と言い換えられることで要綱も住民が守るべき義務を負うかのように書かれている。その言い換えが
可能である法的根拠を示す公文書を示せ。さらに●●の記した「公共図書館」とは「公立図書館」とは異
なるらしい。然らば，私立図書館は公共図書館ではないのか，図書館法その他により，「公共図書館」が
公立図書館とどう異なるのか，●●●●●●●，正確に知らぬ筈がない，相違点を証する文書を示せ。
４．地方自治法第１４条②に，「普通地方公共団体は，義務を課し，又は権利を制限するには，法令に特
別の定めがる場合を除くほか，条例によらなければならない」との義務規定がある。前記のとおり，要綱
のみによる前記規則が住民に図書の新たな貸し出しを禁止するに足る，前記「条例」に該当する法的根拠
を証する文書（当然，法規のはずであるから，文書不存在はあり得ぬ）を示せ。
５．平成●●年●●月●●日付の<回答>において，●●●●●●●●●●●●●●は，平成●●年●●日
付第●●●●●付内容証明郵便に対する「回答」では，「要綱をもって（中略）したがって，取手市立図
書館運営規則第１４条が法的根拠となる」旨の主張を行った。要綱が住民に対し法的拘束力を持たぬこと
は前記のとおり，夙に指摘している。にもかかわらず，前記のとおり，要綱が「法的根拠」となる旨を答
えている。前記●●の主張する「法的有効性」は要綱のみに定めてある規則が法的に有効でないのか明白
である（前記４の自治法の定めにかかわる）。なぜ要綱のみに定める規則が法的に「有効」であるか。そ
の法的根拠を証する公文書を示せ。
６．平成●●年●●月●●日付の前記●●●●の<回答>（平成●●年●●月●●日付，第●●●●●号内
容証明郵便物にかかる<回答>２に「規則を根拠としていますので，要綱により住民が従うべきルールとし
ていません」なる意味不明な文言がある。しかし，平成●●年●●月●●日付の前記●●●による文書に
おいて，要綱を住民が従うべきルールとしていることは明瞭である。また，同文書で●●は「公共図書館
で要綱が住民が従うべきルールとされている実例を示す必要はありません」なる文言は，前記要綱をもっ
て利用停止の範囲及び期間等その細目を明示したものです。したがって館外利用停止の処分については取
手市立図書館管理運営規則第１４条が法的根拠となります」なる文言は要綱を法的拘束力を持たぬ以上，
また規則を要綱のみに拠る以上，根本的に矛盾す。当然，前記●●と●●は，その示す根拠に従っていな
い事実において，地方自治法第２条②により，なぜ前記主張が正当であるかを示す義務を有する。また，
前記●●月●●日付文書の<回答>における文言「法的な有効性」と●●●●が求める，要綱の「法的拘束
力」とはどう異なるのか，法的拘束力がなくても「法的有効性」がどう生じるのか，その法的根拠を証す
る文書を示せ。

不開示
（存否応答拒否）

87 平成31年1月29日 教育委員会 教育総務課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

（意思決定過程情報）

87 平成31年1月29日 教育委員会 学務給食課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日 教育委員会 指導課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日 教育委員会
スポーツ生涯
学習課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

87 平成31年1月29日 教育委員会 公民館

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日 教育委員会 図書館

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 総 務
部）

総務課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 総 務
部）

安全安心対策
課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 総 務
部）

人事課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 総 務
部）

情報管理課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 総 務
部）

市民協働課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示
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請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

87 平成31年1月29日
市 長 （ 総 務
部）

市民課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 総 務
部）

取手支所

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 総 務
部）

藤代総合窓口
課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市長（政策推
進部）

政策推進課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日 政策推進部 秘書課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

部分開示
（個人情報）

87 平成31年1月29日
市長（政策推
進部）

広報広聴課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

部分開示
（個人情報）

87 平成31年1月29日
市長（政策推
進部）

魅力とりで発
信課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

部分開示
（個人情報）
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番号
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実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

87 平成31年1月29日
市長（政策推
進部）

文化芸術課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

87 平成31年1月29日
市 長 （ 財 政
部）

財政課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

87 平成31年1月29日
市 長 （ 財 政
部）

管財課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

87 平成31年1月29日
市 長 （ 財 政
部）

公共施設整備
課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 財 政
部）

課税課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

部分開示
（個人情報）

87 平成31年1月29日
市 長 （ 財 政
部）

納税課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市長（健康増
進部）

健康づくり推
進課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示
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年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

87 平成31年1月29日
市長（健康増
進部）

国保年金課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市長（健康増
進部）

保健センター

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 福 祉
部）

社会福祉課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 福 祉
部）

高齢福祉課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 福 祉
部）

障害福祉課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 福 祉
部）

子育て支援課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市長（まちづ
くり振興部）

産業振興課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

87 平成31年1月29日
市長（まちづ
くり振興部）

農政課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市長（まちづ
くり振興部）

環境対策課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 建 設
部）

管理課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 建 設
部）

道路建設課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 建 設
部）

排水対策課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 建 設
部）

水とみどりの
課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市長（都市整
備部）

都市計画課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

87 平成31年1月29日
市長（都市整
備部）

建築指導課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市長（都市整
備部）

中心市街地整
備課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市長（都市整
備部）

区画整理課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

全部開示

87 平成31年1月29日
市 長 （ 会 計
課）

会計課

有形文化財旧本陣に関する全ての文書の開示を求める。
開示文書例
・取手市が管理者となった経緯に関するもの等
・遺贈を受けた際の関係文書
・受贈区分（家屋及び土地）
・受贈時の家屋の状況（土台・床綿・柱等・屋根の状況等々）
・土地が借地の場合の契約書等
・その他関係文書

部分開示
（個人情報）
（法人情報）

88 平成31年1月29日
市 長 （ 総 務
部）

市民課

１．市民課扱いの「印鑑登録に関するご注意」なる公文書の法
的根拠を証する法令等公文書を示せ。
２．「藤代町印鑑条例」と「改正前の取手市印鑑条例」は，い
ずれも本請求日の時点では無効であるはずの「旧条例」であ
る。これと現行「取手市印鑑条例」とは，いかなる内容相違点
があるか。これについて，
ａ）藤代町印鑑条例と改正前の取手市印鑑条例」の条文全体を
それぞれ示せ。
ｂ）前記２と現行の「新条例」は，それぞれの内容のどこをど
う改正したか明らかでなければ，「改正」の内容が理解できな
い。「この条例」は「改正後の条例」と同一なのかどうか，
「新条例」の内容と「改正後の条例」の，それぞれ全文を示
せ。
３．「藤代町印鑑条例」と改正前の「取手市印鑑条例」を廃改
正した事実とその内容を示せ。
なお，これについては，条例中の「施行期日」を変えているだ
けで，前期条例の廃改正の事実とその内容は不明なままであ
る。

部分開示
（文書不存在）

89 平成31年1月30日
市 長 （ 総 務
部）

市民課

１．「印鑑登録に関するご注意」なる公文書が法的拘束力を持
つことを証する法令（条例を含む）等の文書を示せ。
２．印鑑登録に関する規則様式第９号が法的拘束力（条例規則
の規定文言と独立して）を持つことを証する法令等の文書を示
せ。
３．地方自治法第１４条②に「普通地方公共団体は義務を課
し，又は権利を制限するには，法令に特別の定めがある」前記
１の公文書が，この自治法第１４条②の規定に従っていること
を証する法令等の文書を示せ。

不開示
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

90 平成31年2月1日 教育委員会 図書館

１．取手市立図書館管理運営規則第１４条の「別に定めるとこ
ろ」とは，要綱以外に法的拘束力を持つ何かがあるか？あった
場合はその法令等を示し，ない場合（要綱のみを指す）は文書
不存在とせよ。
２．地方自治法第１４条は，「普通地方公共団体は義務を課
し，又は権利を制限するには，法令に特別の定めがある場合を
除くほか，条例によらなければならない」と定める。取手市立
図書館が貸出し期限を過ぎて図書を返却していない利用者に対
し，図書を新たに貸し出さない措置をとっている事実は，明ら
かに，地方自治法第２４４条２に定められた，公の施設の利用
に関する住民の権利の制限であるが，当該のケースは，要綱に
よる取手市立図書館管理運営規則第１４条以外に，前記自治法
第１４条規定に従った条例を示せ。

不開示
（文書不存在）

91 平成31年2月12日
市 長 （ 総 務
部）

市民課

平成３０年７月１日から３０年１２月３１日までに付定のあっ
た取手市住居表示に関する条例第３条・同規則に基づく住居表
示実施地区の住居表示符定簿（所在地番・住居表示・符定年月
日の記載のある一覧表）と該当の住居表示台帳（住居番号付定
通知書は不要です）

全部開示

92 平成31年2月13日 教育委員会 図書館

Ａ．地方自治体の要綱が「ルール化」され，住民が遵守する義
務（法的効力）を持つ実例を，各自治体の公立図書館ごとに多
く挙げよ。
Ｂ．１．取手市立図書館運営規則第１４条の「別に定めるとこ
ろ」が取手市立図書館利用制限要綱第２条以外に存在せず，要
綱が●●●●により法的拘束力を持たぬことが明白になってい
るにも拘らず前記規則を「法的根拠」としている法的根拠を，
法令，行政実例，判例等において示せ。
２．前記の地方自治体の要綱が「一般的に」でなく，決して法
的拘束力を持ちえず，要綱のみに拠る規則が法的拘束力を持た
ぬにも拘らず取手市教育委員会が地方自治法第１４条②の定め
により条例を定めていない事実があるにも拘らず前記要綱によ
る貸し出し（図書の）の停止（権利の制約）処分が適法である
法的根拠を示す法令等，判例等を示せ。
Ｃ．過去，取手市，就中教育委員会ほかは，法的根拠を証する
法令等を示せ，という情報公開請求に対し，多くの●●●●●
を理由に●●を拒否してきた。地方自治法第２条②において，
法的根拠を証する文書が地方自治体に存在せぬことはあり得
ぬ。
法的根拠を示す示す法令等の公文書が地方自治体に存在しない
ことを理由とする●●●●●処分の例がこれまでどの自治体に
存在したか，その処分への判例等を含む実例を示せ。なおその
際，法的根拠はあるがそれを示す文書が存在しないなどという
例が万一存在するとすれば，同様に示せ。

不開示
（文書不存在）

（存否応答拒否）

93 平成31年2月18日 教育委員会 図書館

地方自治法第１４条②は「普通地方公共団体は義務を課し，又
は権利を制限するには，法令に特別の定めがある場合を除くほ
か，条例によらなければならない。と定める。これについて，
１．平成●●年●●月●●日，●●●●●●●は「取手市立図
書館運営規則第１４条及び取手市立図書館利用制限要綱第２条
の規定に基づき実施する」として，「●●されるまで，新たな
資料の●●を●●している。前記停止の理由づけとして，
「（前略）規則第１４条及び（中略）要綱第２条の規定」とあ
る。この「お知らせ」と題する公文書中の前記の規則と要綱と
を結びつける接続詞「及び」は，当然，別箇の事柄をつなく語
である。従って前記規則と要綱は別箇の定めを意味するとしか
解し得ぬ。しかし前記規則第１４条の「別に定めるところ」な
る文言が前記要綱のみを意味することは明白であり，前記規則
と要綱とが別箇に存在し，地方自治体の要綱が規則と独立して
法的拘束力を持ち得る法令条文等を示せ。
２．前記地方自治法の定めにより，図書館図書を期日までに返
却しなかった場合に新たな図書の貸し出しを停止する旨を定め
た取手市の条例を示せ。
３．前記「お知らせ」による図書の貸し出し停止が前記地方自
治法第１４条②の権利の制限に該当しない法的根拠を証する法
令等を示せ。
４．前記１による●●●●●●が前記地方自治法第１４条②の
定めに，前記１の取手市立図書館の措置が該当しない法的根拠
を証する法令等を示せ。

不開示
（文書不存在）
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94 平成31年2月19日 教育委員会 図書館

１．法令等において，法的拘束力を有さぬ「細則」のみによる
「本則」が法的拘束力を有する法的根拠を証する法令等の条
文，行政実例，判例等の載る公文書を示せ。
２．平成●●年●●月●●日付の●●●●に対する公文書に記
された「●●」なる記述のうち，「公の施設の利用権に内在す
る制約です。権利の濫用は決して許されることではありませ
ん」とある箇所は当該内容証明郵便の問い合わせに対する「回
答」ではない。
この点について，
ａ）「公の施設の利用権に内在する制約」は，直後の「権利」
に続いているから，当然，「公の施設の利用権の制約」の意に
しか解し得ぬ。この「内在」の語の法的意味を証する公文書等
を示せ。
ｂ）前記２の「公の施設の利用権に内在する制約」は，地方自
治法第１４条②の「権利を制限するには，法令に特別の定めが
ある場合を除くほか，条例によらなければならない」との規定
が該当しない法的根拠を証する法令等，行政実例，判例等を示
せ。
ｃ）前記２の「権利の濫用」とは，前記ａ）およびｂ）を踏ま
え，いかなる法的意味を持つ行為を指すか。「濫用」は当然，
地方自治法第１４条，また地方自治法第１４条の２を踏まえて
いるはずだが，前記「濫用」の法的意味と，その具体的行為の
実例（例証）を示す法令等，行政実例，判例等を示せ。
ｄ）前記２の「決して許されることではありません」なる文言
は，●●●●の行為を指し，●●●●●●を非難しているとし
か解し得ぬ。●●●●が「権利の濫用」を行っているとする法
的根拠を証する公文書等を，前記２のｂ）およびｃ）を踏まえ
て示せ。

不開示
（文書不存在）

（存否応答拒否）

95 平成31年3月1日
市 長 （ 福 祉
部）

高齢福祉課
平成●●年度より取手市立かたらいの郷の指定管理者に選定さ
れている●●●●●●●●●●●●●●が，公募時に提出され
た財務書類を除く事業計画書一式

不開示
（法令秘情報）

96 平成31年3月4日 議会 議会事務局 ●●●●●の議員辞職願 全部開示

97 平成31年3月8日 教育委員会 図書館

１．地方自治法第１４条の２に規定される「権利の制限」につ
いて，「権利の制限」の公立図書館における住民の権利につい
て
ａ）取手市立図書館における，規則および要綱に定める新たな
図書の貸し出し停止が，前記自治法第１４条の２に定める「権
利の制限」に該当しない法的根拠を証する法令条文等を示せ。
ｂ）前記図書館にかかる住民の「権利の制限」を定めた取手市
の条例を示せ。
ｃ）前記自治法第１４条２の前記案件にかかる，取手市の規則
および要綱のみによる（条例によらぬ）規定が適法である法的
根拠を証する法令等を示せ。
ｄ）前記自治法第１４条２にかかる「権利の制限」を図書館の
条例として（当該自治法の定めを遵守するため）新たに定める
用意，意思を定めることを証する公文書を示せ。
２．公立図書館における図書の館外貸出しが住民の権利にあた
るかどうか，例えば「取手市の上級官庁であるである茨城県立
図書館では茨城県立図書館管理規則第１３，１４条で事実上当
然の権利を前提として定めている。取手市立図書館で，図書の
貸出しを定めている条例等を示せ。
３．取手市立図書館において，下記を証する文書を示せ。
ａ）前記図書館がじゅうぶんに法的根拠を示さずに公権力を不
当に行使した例を示せ。
ｂ）前記図書館の利用者が住民（国民）が権利を濫用した実例
を過３年間，個人情報を除いて示せ。

部分開示
（文書不存在）

98 平成31年3月18日 教育委員会 指導課

平成●●年●●月に取手市立●学校●年の●●●●●●●が●
●した件で，学校側が行った調査結果報告書全文。
（後日立ち上がった第三者委員会の報告書を指すのではなく，
学校と教育委員会が行った初動調査についての報告書）

不開示
（文書不存在）
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受付
番号

請　求
年月日

実施機関 所管課 情　報　の　内　容 決定状況

99 平成31年3月25日 教育委員会 学務給食課

学校保健統計調査資料（平成２６～３０年度）
小学校及び中学校別心臓検診結果集計表（平成２６～３０年
度）
小学校及び中学校別心臓病有所見一覧表（平成２６～３０年
度）
小学校及び中学校別尿＆血液検診結果集計表（平成２６～３０
年度）
小学校及び中学校別腎臓病肝臓病等循環器系疾病有所見一覧表
（平成２６～３０年度）
小学校及び中学校別甲状腺検査結果集計表（平成２６～３０年
度）

部分開示
（個人情報）

（文書不存在）

※１ 受付番号の１７，２０及び３７については，申出により取下げとなったものです。
※２ 個人情報等の権利利益を害するおそれがるものについては，伏せ字で表記されています。
※３ 「情報の内容」の欄は，開示請求者からの請求内容を上記の「※２」以外の部分は原本のとおり転記しています。
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